
参考資料5  

仕事と家庭の両立支援に関する実態調査項目関係資料  

（目次）   

1 育児・介護期の柔軟な働き方の充実… … …・・・・・・・  

（1）勤務時間短縮等の措置   

（1）厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成17年度） （別冊）   

（2）労働政策研究・研修機構「仕事と生活の調和 体系的両立支援の  

構築に向けて」（平成19年4月）   

（3）労働政策研究・研修機構「介護休業制度の利用拡大に向けて－「介護  

休業制度の利用状況等に関する研究」報告書－」（平成18年i1月）   

（4）内閣府：「企業における子育て支援とその導入効果に関する調査研究」  

（平成18年3月）   

（5）内閣府二「管理者を対象とした両立支援策に関する意識調査」  

（平成17年5月）   

（6）日本労働研究機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査報告書」  

（平成15年9月）  

（：2）深夜業の免除、時間外労働の制限   

（1）厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成17年度）  

（：3）子の看護休暇   

（1）厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成17年度）  

（配偶者出産休暇）   

（1）厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成17年度）  

（別冊）  

（別冊）  

（別冊）  

2 育児・介護休業のあり方… …・・・・・・・・‥ ‥ ‥・  

（育児休業）   

（1）厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成17年度） （別冊）   

（2）内閣府「企業における子育て支援とその導入効果に関する調査研究」  

（平成18年3月）  

（：介護休業）   

（1）厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成17年度） （別冊）   

（2）労働政策研究・研修機構「介護休業制度の利用拡大に向けて－「介護  

休業制度の利用状況等に関する研究」報告書－」（平成18年11月）  

（1）期間雇用者の休業のあり方   

O「有期契約労働者の育児休業等の利用状況に関する研究」において  

アンケート調査を実施中  

20   



（2）再度の休業取得要件の見直し   

（1）厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成17年度） （別冊）   

（2）日本労働研究機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査報告書」  

（平成15年9月）  

3 男性の仕事と家庭の両立の促進‥ ■・－ …・・・・・‥ ‥・・   

（1）労働政策研究・研修機構「仕事と生活の両立一育児・介護を中心に－」  

（平成18年5月）   

（2）日本労働研究機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査報告書」  

（平成15年9月）  

29  

4 実効性の確保・・‥ ‥・・・・・・… … … …・・   

（1）都道府県労働局雇用均等室における相談、助言・指導等の状況  

（平成18年度）   

（2）内閣府「企業における子育て支援とその導入効果に関する調査研究」  

（平成18年3月）  

34   

5 その他   

（なし）  



1 育児・介護期の柔軟な働き方の充実  

（：1）勤務時間短縮等の措置  

（2）労働政策研究・研修機構「仕事と生活の調和 体系的両立支援の構築に向けて」   

（平成19年4月）  

① 両立支凄策としての在宅勤務制度導入の実態（対企業（ヒアリング調査））  

図表2－4－9 ヒアリング対象企業の概要  
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図表2－4－10 ヒアリング対象企業各社の在宅勤務制度等の概要（1）  
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図表2・4・11ヒアリング対象企業各社の在宅勤務制度等の概要（2）  
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瓦表2－4－12 育児期における在宅勤務実施者の概要  
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（3）労働政策研究・研修機構「介護休業制度の利用拡大に向けて－「介護休業制度の利  

用状況等に関する研究」報告書－」（平成18年11月）   

① 現在の勤務先にある介護支援制度・支援策、実際に行っている内容（対労働者）  

図3．4．1．現在の勤務先にある介護支援制度・支援策  
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② 勤務先の支援策の有無と行っている内容（対労働者）  

図3．4．3．勤務先の支援策の有無と行っている内容  
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（4）内閣府「企業における子育て支援とその導入効果に関する調査研究」（平成18  

年3月）   

① 両立支援制度導入状況（対企業）  

図表2－1両立支援制度導入状況  

育児休業制度について就業規則に明記  
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育児サービス費用を補助  
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事案所内託児所を設置・運営  

外部の育児サービス情報を提供  

育児休業取得者のいる職場lこ代替要員を柾保  

勤務地を限定ないし指定ができる  

育児休業復帰後のキャリア継続のための支援策  

出産・育児で退職した従業員を正社員として再雇用   
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② 育児支援制度（短時間勤務制度及び在宅勤務等）の導入事例（対企業（ヒアリ   

ング調査））   

（1）短時間勤務について   

労働時間に関して、従業員が仕事と育児を両立できるよう柔軟に対応している制度として  

は、ヒヤリング調査企業では短時間勤務制度やフレックスタイム制度を導入しているケース  

が多い。  コヤマドライビングスクール  では短時間勤務制度の適用期間を小学校2年生まで、  

医療法人 寿芳会 芳野病院  では小学校1年生までとして、法定を上回る適用期間としてい  

る。さらに、  味の素㈱  では、学童保育の不足など社会的サポートが不十分であることに対応  

して、短時間勤務制度の適用期間をこれまで「子どもが満3歳になるまで」としていたが、  

2004（平成16）年4月より「小学校4年に進級するまでの合計4年間」と改定し、家族の状  

況や自分のキャリアを勘案しながら4年間の適用期間を自分で調整しながら利用できる制度  

へ見直ししているうえ、短時間勤務制度とフレックスタイム制度の併用を認め、従業員に働  

く時間の柔軟性を持たせるような仕組みにしている。   

また、アンケート結果から明らかなように、短時間勤務制度をはじめとする勤務時間の柔  

軟性に関する制度は、非正社員への適用が未だ十二分にされていない状況にあるが、  医療法  

人 寿芳会 芳野病院  では、非正社員に対しても、個人の事情に応じて柔軟に勤務時間帯を  

変更している。  

味の素㈱：短時間勤務制度とフレックスタイム制度との併用、および適用期間の拡   

同社の短時間勤務制度は、1日あたり2時間30分を上限に、30分単位で勤務時間  

の短縮ができる仕組みとなっている。同社はフレックスタイム制度も導入しており、  

短時間勤務制度とフレックスタイム制度の併用も認めている。この場合の月の総労働  

時間は、「1日あたりの短縮時間×出勤義務日数」で算出する。   

短時間勤務制度の適用期間については、これまで休業終了から「子どもが満3歳に  

なるまで」の期間としていたが、保育園から学童保育への移行に伴う社会的サポート  

が不十分であることを鑑み、2004（平成16）年4月より「小学校4年生に進級するま  

での4年間」と対象期間を拡大している。ただし、連続取得は3年間とし、制度利用  

者が自分のキャリアと家族状況を勘案しながら4年間を配分する仕組みとしている。  

なお、次に取得するまでには6か月以上の間隔を空けなければならない。制度利用に  

対する申請は、取得開始日と終了予定日を提示し、その都度行う。同制度利用期間中  

に次の子が誕生した場合は、前の子の取得権利は消滅し、新たに次の子について4年  

間の制度利用権利が与えられる。  

医療法人 寿芳会 芳野病院：非正社員に対する勤務時間帯の柔軟な対応   

子どもを預けてから出勤できるよう、個人の事情に応じて柔軟に勤務時間帯を変更  

し、シフトを組んでいる。   



（4）在宅勤務について   

アンケート調査（Ql）では、在宅勤務ができるようにしている企業の割合は、正社員に  

対して1．5％、非正社員に対して0．5％とわずかであり、同制度の導入が難しいことを示唆す  

る結果となっている。   

同制度の適用者について、ヒヤリング調査企業では希望者すべてに適用するのではなく、  

在宅で業務を遂行することを勘案して裁量労職制の適用対象者に限定して実施している。  

育児在宅勤務制度の整備   

同社では、主任クラス以上に専門業務型、企画業務型の裁量労働制を導入している  

が、子が小学校就学の始期に達するまでの期間は裁量労働制適用対象者に限定して在  

宅勤務を認めている。勤務時間は原則7時間45分である。賃金・賞与iま通常どおり支  

給されるが、1日の勤務時間が7時間45分より短い者は、育児短時間勤務制度の取り  

扱いに準ずる。  

ヨ   



③ 両立支援策でよく利用されているもの（対労働者）  

図表2－10 両立支援策でよく利用されているもの  

育児休業制度  

育児休業ができる日数の延長  

子の病気のため看護などで休める  

有給休暇の半日単位での使用  

短時間勤務  

フレックスタイム制  

始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ  

所定外労働の免除  

在宅勤務  

全社的な所定外労働時間の削減  

事業所内託児所の利用  

育児サービス費用の補助  

育児・教育に関する費用の貸付  

外部の育児サービス情報の提供  

勤務地の限定ないし指定  

出産・育児で退職した従業員の正社員としての再雇用   

出産・育児で退職した従集員の嘱託・契約社員としての再雇用  

特に支援策を行っていないので利用はない  

無回答  

0  20  40  6（】  
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④ 短時間勤務利用時の人事労務管理（対企業）  

図表2－ほ 短時間勤務利用時の人事労務管理（業務内容一量・職責範囲）  

全体（N＝1，368）  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

「        ■▲’‾‘▲‘‾‾‾岬【‾＋¶仁＋  

ロフルタイム勤務者と短時間勤務をする人で原則差はないロ業務内容・稔責の範囲が変わる  
L□現場に任せている  ロその他  

ヨロ無回答  

図表2－16 短時間勤務時の人事労務管理〈昇給・昇格）  

「……）、……】〉‾、’■‥…“仙■‾“’州T‾】‾■‾叫り川‾一㌦′仙′′Ⅷ－、’、、－－、■＞  

全体（N＝1，368）  

0％  20％  40ラム  60％  80％  10D％  

フルタイム勤器肴を配慮して．短時間勤務者の評価に差を設けるロブルタイム勤務者とは別に、短時間勤務者の基準を設けて評価  

評価上、区分はしていない   ロ無回答  

11   



（5）内閣府「管理者を対象とした両立支援策に関する意識調査」（平成17年5月）   

① 短時間勤務制度利用期間中の利用者の評価（対管理者）  

Ⅴ・短時間勤務制度利用中の評価  

1D短時間勤務制度利用中の利用者の評価は、「時間当たりの成果で評価し、時間   

数の短いことは考えなかった」力てもっとも多くあげられている。  

図表12 短時間勤馴」度利用期間中の利用者の評価（単数回答∩＝219）  

（％）  

40  60  0  20  

時間当たりの成果で吉羽乱・、哺笥瓢湖恩、ことは考えなかった  

自分ほ利用者の人事考言果を行わなわ、った  

ト勿しの仕事量を減らしたことをマイナス評価  

時間当たりの成果が同じでb相野）融通が舌小包、こをマイナ  
ス  

その他  

無回誉   



② 短時間勤務制度利用者の評価に対する会社からの指導や情報提供（対管理者）  

2。短時間勤務制度利用中の利用者の評価の方法については、会社から指導や情報  提供があったかどうかについては、「なかった」が「あった」を上垣っている。  

国表13 短時間勤務制度利用者の言平価に対する会社からの指導や情報提供（単数回答∩＝219）  

也あった  ■なかった  □無回警  

（n＝219）  
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（6）日本労働研究機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査報告書」（平成15年   

9月）  

① 仕事と育児を両立しやすくするために推進すべき施策（対労働者）  

図Ⅱ－4 仕事と育児を両立しやすくするために推進すべきと考える施策  

（主なもの1つを回答）   

雇用者計（N＝2047）  

雇用者男性（N＝1042）  

1．5 3．4  

l■C■  

畷用者女性（N＝1005） 

0％  10％  20％  30％  40％   50％  60％   70％  80％  90％  100％  

保育所の整備  
ロー時的な保育など働き方に対応した保育の  

田育児休業制度の充実  
■労働時間の短縮など、働きながら育児をしやすい柔軟ち  

国男性が育児に参加することへの職場や社会環境の整備  

■育児不安やストレスに対する相談  

ロその他  

＿  

表口－2 配偶者の就業状況馴 仕耶と育児を両立しやすくするた晰こ推進すべきと考える施術（主なi，の1つを回答）  

十ヽ1  

育児不安やスト  
特にない  

の推進   保育所の整備  一時的な保育な ど働き方に対応 Lた陳育の充実  育児休莱制度 の充実  労働l時間の短 術など．働きな がら育児をしや すい柔軟な働力   異性が育児に 参加することへ の職場や社会 虎境の整備   レスに対する相 敵  その他  
性雁用者（変は正社風）（N；＝tイ7）   2L．1  トl．3  7．5  17．7  34，7  0．7  ：．r1  2．（l  

性雇用宥（套は正社長以外（バート等））佃＝175）   ＝．9  14．9  5．1  24．6  3t）．O  L1  －】  2．3   
異性犀川宥（架無】馳）（N＝71郎  13．4  11．2  6．R  2L9  3臥1  3．1  l．5  3．9   
女性雇用者（正社風）（N＝396）  21．7  14．1  5．3  33▲l  1日．4  l8  5．1  0．5   
女性雁用者（正社邑以外い〈－ト等））（N＝609）  ■  l  ● ●   

1ヰ   



② 企業が行う育児（介護）支援制度で利用したいもの（対労働者）  

5▲ 育児休業制虔以外の企業が行う育児支援制度  

（1）企業が行う育児支援制度の利用状況  

企業が行う育児支援制度について男女別にみると、男性では、「フレックスタイム」が18．9％と   

なっているD女性では、「残業の免除」が犯7％、「始業・終業時刻の繰上げ又は繰下げ」が14．5％   

となっているロまた、「何も利用していない」は男性で70・7％、女性で46．5％となっている。   

就業状況別では、「正社員の女性雇用者」では「残業の免除」が28・3％、「1日当たりの勤務時間   

の短縮」が21・5％となっている0また「何も利用していない」が37．1ウイーと他のバク∴一ンと比較して   
低い。  
表Ⅲ－6就業状況別企業が行う育児支援♂一利用状況（複数回答）  

（％）  

始業・終  
何も刷川  
していな  

lFl竺1たり の勤務時  ▼7し・ン・ウ7   賽時刻折  遡 し、  

軋月 15・1 9・7  h・7 1こi・O l・6  2・5  6．1 5．8  コ．5 58日   
畑   3・7 1臥P  5－1 コ・5  5・7  0・7  日  3．5  2．3 14 707   

14・2 11・114・5 11・1 20・7  2・6  3・2  89  り5  36 465   
上貝）（N＝1・17）   4・1 22・4  6・8  2・7  7■5 l▲4  0・7  41 34  ワ0 639   

iて貝以外（パート等り（N＝175）   3・4 15▲4  5・1 コ・3  6・3  0・6  5・7  一拍  り9  ワつ 7rフ0   
こNニ7tbl   3－8 19・0  4・7  2・5  5・2  0・h l・1 √；‘？ －り 11 7日  
：N＝3リbl  2l・518・217・9 4・828・3 3・t）3・0 …1什6 3＿337，1  
ン、外（パ【ト等＝（N二60リ）  9・5 6・612」う15・3ユ5・8 2∴う こミJミ10．2 軋7 3．R52．5   

帯川計計（N＝20471  

男性屈用者計（N＝＝り  

女侶三権川音計（N＝川（  

男性犀川者（射i正H  

男件屈用者（弛ま正臼  

異性配闘省く塑無駄）  

女性雁用者（了E祉墓引  

女性膿川音（正社員t  

表Ⅲ－7 就業状況別 実際は利用していないができれば利用したい企業が行う育児支援（複数回答）  

始薫・終  机Ⅲした  

1日当たり  「／レ・、ノク∴   窯場沌畔｝  瀾 
15．9  29．7  26＿6  23．3  23．0  25．9  25」 32．5 16，9  1．3 10．8   

1  16Ji 27．コ  23．H 16．3 1！）．0 15．6 1（し7  ご7．リ 1軋4  コ．〔） 10．2   

こ一卜等〕）（N二17引   川．3  32．b  27．1 25．7  24．6 1tl．0 17．1 2日．b  2D．0  0．h 12．0  

14、3  32．7  24．6  24．9  23．2 13．3 18．4  30．7 15．1 1．114．5  
21．2  31Jう  29．R  2（i．8  22．7  36．1 二1：1．こう ：汀6 15．4  二．3  5」う   

掛）（N＝6r）9）   13．5  25．1 27．4  20．4  23．5  39．4 ：‡1．2  33．5 18．〔‡ 1．0 10．0   

腫用若潮（N二2047）  

男性桶川者（悲は正社員）（Nニ1  

男性桶川肴（裏は正社員以外巨  

男性雇用者（裏無吼1（Nこ7L6）  

女性雁用者（正社負）（N＝396）  

女性床用計（正社員以外いこ－ト  

図Ⅲ－20（再掲）「利用している」「利用していないがてきれば利用したい」企業が行  

う育児支援制度（複数回答）（N＝2（H7）  

触舶冊脈欄順  

プレ ′ケスんイム制  

在宅労働   

始業・終英昭刻の糠l二げ・繰下げ  

機業の免除  

ベビーンソ中一の滑川補助 2．5  25．l  

託児施云笠の設臥軍営1．6  

休ヒ！労働J〕免鯨  

その他三三コ1・33・8  

0   5  10 15  20  25  30  35  40  45  

愚利用しているロ利用していないができれば利用したし  

（注）F短時間勤務制度】＝rl日当たりの勤務時間の短縮」十「週・目の所定労働日を減らす」。重複  

分は除く。  
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図Ⅳ一10「利用したことがあるJ「実際は利用していないができれば利用したい」  

企業が行う介護支援制度（介護経験者）（複数回答）（N＝418）  

介護費用の補助等1．0  58．1  

始業・終業時刻の繰上げまたは繰下げ  

逓・月の所定労働日を減らす  

1日当たりの勤務時間の短縮  

フレッr′スタイム 2．4  52．4  

残業の免除  

在室勤務0．0  

休日労働〝）免除 2，9  

（％）  て・の他0．0 15．8  

0  10  20    30  40   50    60   70  

取手■鳳＿たことがあるもの  口実際は利用tていないができれば利用Lたい1  

図Ⅳ－11できれば利用したい介護支援制度を実際は利用していない理由  
（利用していないができれば利用したいと回答した者）  

1日当たりの勤務時間の短縮（N【174）  

フレックスタイム（N＝219）   

始業・終業時刻の繰上げまたは繰下げ（N＝214）  

週・月の所定労働日を減らす（N＝216）  

残業の免除（N＝190）  

介護費用の補助等（N＝243）  

在宅勤務（N＝204）  

休日労働の免除（N＝182）  

0％  20％  40％  60％  80％   100％  

画亘頭重垂垂車重画面頭重頭重麺吏三重画亘垂直1  
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